学習指導資料：「ネット社会の歩き方：レッスンキット」

「４６　ネットで稼ぐ→落とし穴に注意」

１．指導対象

　　中学校～高等学校
２．教科・科目

　　技術家庭科、社会科、家庭科、公民科、情報科、商業科
３．指導意図

　個人がＷｅｂページで商品を販売したり、広告を掲載して広告宣伝料を得るなど、ネットでお金を稼ぐネットビジネスを行っている人々がいる。このようなネットビジネスは、それ自体は悪いことではないが、特定商取引法などの法律に定められたルールに則り、電子商取引に関係する商慣習を理解したうえで行うのでなければ、様々なトラブルの原因になることもある。中学・高校生がネットビジネスでお金を稼ぐことも可能であるが、所得税の支払い義務があること、収入によっては被扶養対象から外れて税制や保険等の優遇措置の対象外となることなど、留意しておかなければならないこともある。
４．指導目標
　①ポイントサイトに登録をし、ネットでお金儲けをすることもできる
②所得税がかかること、確定申告が必要なことを知る。　

　③ネットビジネスを、安全に行うポイントを考える。

５．授業展開例

	学習活動
	教師の支援

	（１）学習ユニットを視聴
オークションでガッチリ

ポイントでガッチリ

アフィリエイトでがっちり

所得税と確定申告
	人気のある限定商品を購入し、高い値段で転売

・十分な資金がないと、一度仕入れたものが売れない限り、次の仕入れができない（自転車操業）

・注文を受けてから仕入れる場合、必ずしも安く仕入れられるとは限らず、逆ザヤ（売値が仕入れ値を上回る）となることもある。

・人気がある商品を、転売目的で予約する行為は、一般の購入者に迷惑をかける。

・日本で発売された人気商品を、大量に購入して、未発売の外国で売る商人もいる。

会員が、メールのＵＲＬをクリックすることで、広告サイトが稼ぐ広告収入の一部がポイントで還元される仕組み

ブログへの広告掲載

嘘の書き込みや、誇大広告などでの販売は、不法行為となることもある。

アフィリエイト （affiliate）とは、
Webサイトやメールマガジンなどが企業サイトへリンクを張り、閲覧者がそのリンクを経由して当該企業のサイトで会員登録したり商品を購入したりすると、リンク元サイトの主催者に報酬が支払われるという広告手法のこと。

所得税は、一定以上の収入があるとき申告納税しなければならない

・扶養家族の場合は３８万円超の所得

・給与収入のある場合は２０万円超の所得

それとは別に、１３０万円以上の年間収入あると、健康保険の被扶養者ではなくなる。


６．問題事例が発生した際の教師や保護者サイドの対処法、問題解決法

消費者庁、国民生活センターなどの消費者保護制度が充実することは、販売などで利益を得る販売者等にとっては、守るべき基準や規則があるということを意味する。消費者保護のために設けられた諸制度や法律を遵守し、正当な商業行為の果実として収入を得るのでなければ、不法行為として処罰されることもある。意図しない不法行為で、違法性は低いとしても、損害賠償責任などで、儲けるつもりが損をした、ということになりかねない。
　ネットで稼ぐこと自体は、悪いことではない。必要な準備をしたうえで、合法的なネットビジネスを行うように指導したい。

　ネット社会の歩き方のサイトにある「電脳商店街」のコンテンツにより、特定商取引法で求められる表示について、基本的な理解が得られると思われる。
　「儲かるから」と勧誘されて、悪質な商法の手口にはまり、損をさせられることもあり、国民生活センターのサイトなどで情報を収集し、身を守るように努めなければならない。
７．指導資料

・特定商取引法：消費生活安心ガイド（経済産業省）

http://www.no-trouble.jp/

・アフィリエイト相談事例（国民生活センター）

http://www.kokusen.go.jp/soudan_topics/data/affiliate.html

・アフィリエイト・ガイドライン（日本アフィリエイト・サービス協会）

http://j-ask.org/modules/pukiwiki/35.html

・国税庁

http://www.nta.go.jp/

・健康保険の被扶養者の基準（年収130万円未満：社会保険庁）

http://www.sia.go.jp/seido/iryo/iryo07.htm
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